
 

- 1 - 

 

 

新監査公表第５号 

 

 令和５年度包括外部監査の結果に基づく措置について、新潟市長から通知がありましたので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 

 

令和６年７月３０日 

 

 

新潟市監査委員  古 俣 誉 浩 

   同     伊 藤 秀 夫 

  同     飯 塚 孝 子 

 同     深 谷 成 信 

 

令和５年度包括外部監査テーマ 

「外郭団体の財務に関する事務の執行及び管理状況について」 

 

新潟市長が講じた措置 

監査結果
報告書
の 頁 

担当部署 指摘事項等 措置内容等 

 
40 

 
総務部行
政経営課 
 

 
外郭団体の評価指標について 
 
意見1  
新潟市内部において外郭団体評価を行う

際の評価項目として、「外郭団体のあり方」
を第一の評価項目としているが、外部に公
表している「外郭団体評価 実施報告書」に
おいては、外郭団体の経営状況に係る項目
が評価の視点として記述されており、「外郭
団体のあり方」は評価項目として明確とな
っていない。 
新潟市内部では「外郭団体のあり方」を評

価・検討しているものの、公表物のみを見た
場合、それがなされていない誤解を招く可
能性があり、公表する「外郭団体評価 実施
報告書」の中でも「外郭団体のあり方」を評
価項目として明示することが望ましい。 
また、市内部と公表物で評価項目の記載

が異なる点も、再度整理することが望まし
い。 
 

 
 
 
 
「外郭団体のあり方」は、総合評価におけ

る評価項目の一つであり、各団体による自己
評価と所管課による評価の結果を基に、団体
及び所管課に実施したヒアリングの内容と
外部評価アドバイザーからの助言等を踏ま
えて判定しています。 
 このことについて受け手の誤解を招かな
いよう、令和5年度より、総合評価の概要を
実施報告書に記載するよう改めました。 
 

【措置済み】 
 

 
41 

 
総務部行
政経営課 
 

 
所管課へのモニタリングについて 
 
意見2  
外郭団体評価システムにおける評価の過

程で、外部評価アドバイザーは外郭団体及
び所管課へ改善指示事項を取り纏めてい
る。外郭団体への改善指示事項の対応状況
は、「外郭団体評価調書」においてモニタリ
ングされ、公表もされている。他方で所管課
への改善指示事項のモニタリング方法は、

 
 
 
 
 所管課に対する改善指示事項については、
令和6年度より取りまとめに着手し、翌年度
以降、改善状況について調書によるモニタリ
ングを行うものとします。 
 

【検討中】 
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行政経営課から各所管課へ、口頭ベースで
状況確認を行うに留まっている。 
外郭団体における事業課題の解決・経営

改善には、外郭団体のみで解決できるもの
だけではなく、所管課の協力が必要なもの
も多数存在する。外部評価アドバイザーも
その点を踏まえて、所管課に対しても改善
指示事項を取り纏めている。そのため、所管
課に対する改善指示事項についても、外郭
団体と同様の水準でモニタリングを行うこ
とが望ましい。 
 

 
46 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
中期経営計画について 
 
意見3 
中期経営計画が平成29年3月に作成され

たものから更新されていないが、環境も課
題も変化しているため見直しが必要であ
る。そして、中期経営計画の見直しの際は、
下記事項について留意されたい。 
現行の中期経営計画では具体性に乏しい

ためアクションプランの作成が必要であ
る。そしてPDCA サイクルを回すためには、
活動実績を評価するため可能な限り定量評
価できる目標を設定すべきと考える。 
また、法人全体での中期経営計画の共有

が行われておらず浸透していないため、共
有する機会を適宜設ける必要がある。 
 

 
 
 
 
現行の中期経営計画「財団経営方針」は、

当初平成 29 年度からの 5 年間を予定してい
ましたが、新潟市が「市文化創造交流都市ビ
ジョン」（平成29年度～令和3年度）の期間
を2年間延長させ、令和6年度に「市文化創
造都市ビジョン」を策定したことに伴い、「財
団経営方針」の期間も3年間延長しました。 
令和7年度からの次期計画策定にあたって

は、変化する環境と課題に対応できるよう計
画期間を4年間とします。 
また、実効性、具体性のある計画とするた

め、アクションプランを作成し、活動実績を
評価する指標を設定し、PDCA サイクルを回
します。 
計画は令和 7 年 3 月までに策定し、理事

会、財団内の各種会議・研修など共有する機
会を積極的に設け、法人全体への浸透を図
ります。 
 

【検討中】 
 

 
48 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
登記事務の法定期限について 
 
指摘1 
登記事項の変更事由が発生した場合に

は、二週間以内に、その主たる事務所の所在
地において、変更登記を行うことが必要と
されているが、役員の変更が生じているに
もかかわらず、二週間以内に登記が行われ
ていない事象が散見された。 
登記が期限を経過していた理由は、担当

者が期限を認識していなかったとのことで
あるため、担当者の交代に伴う業務の引継
ぎも見据えて、担当事務の棚卸及び年間ス
ケジュール表を作成する等の対応により継
続的に法令遵守する体制の整備・運用が必
要である。 
 

 
 
 
 

 役員交代が判明してから登記完了まで法
定期限内に業務が完了できるよう、スケジュ
ール等をマニュアル化しました。なお、令和
6 年度当初に発生した役員交代については、
法定期限内に変更登記を完了しました。 
 

【措置済み】 
 

 
50 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興

 
役員の欠格事由の確認について 
 
意見4 
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財団 新潟市芸術文化振興財団においては、役
員の就任時には欠格事由等の確認書を入手
しているが、その後の重任時においては、改
めて確認書を入手することはしていない。 
法人のリスク管理の観点から、重任時に

おいても、改めて役員に欠格事由について
十分な説明を行い、欠格事由の有無を確認
した上で確認書を入手することが望まし
い。 
 

令和6年度役員等の改選時から、重任の場
合でも資格確認を行っています。 
 

【措置済み】 
 

 
52 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 
 

 
評議員会への報告の省略について 
 
指摘2 
評議員会への報告の省略が有効に行われ

たと認められるためには、評議員の全員が
書面又は電磁的記録により同意の意思表示
をしたことが必要であるが、意思表示を確
認していない。 
法令及び定款を遵守して適切な評議員会

運営を行う必要がある。 
 

 
 
 

 
評議員会への報告事項については、業務マ

ニュアルを作成して、直近の評議員会へ報告
又は省略の手続きにより行うよう、適切な運
営に改めました。 
 

【措置済み】 
 

 
53 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 
 

 
事業計画の新潟県への提出期限について 
 
指摘3 
新潟市芸術文化振興財団においては、令

和5年度の事業計画書・収支予算書等を令和
5年3月31日までに新潟県に提出する必要が
あるものの、令和5年5月18日に提出してお
り、期限を超過した提出となっている。 
法令を遵守して公益法人運営を適時・適

切に実施する必要がある。 
 

 
 
 

 
 令和6年度事業計画書等からは期限を遵守
して報告しています。 
 

【措置済み】 
 

 
54 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
アンケートに関する市への報告について 
 
指摘4 
新潟市歴史博物館においては、アンケー

トの結果報告は、定期的な報告は無く、必要
に応じて報告する形となっている。アンケ
ート結果の報告を求める基本協定書に従っ
た対応となっていないため、アンケートを
実施したら結果報告をする必要がある。な
お、令和5年度から定期的な報告を実施する
方針としている。 
 

 
 
 

 
令和 5年度から、月次報告書にアンケート

結果を添付して市へ報告するとともに、歴史
博物館のホームページ及び館内に掲示して
います。 
 

【措置済み】 
 

 
54 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
退職給付引当資産の運用資産について 
 
指摘5  
退職給付引当資産取扱要綱に定められた

運用対象外の金融資産（地方債）が、退職給
付引当資産の運用対象とされていた。 
退職金の支払が滞らないよう配慮されて

はいるものの、取扱要綱には従っていない
ため、取扱要綱に従った運用に改めるか、ま
たは、取扱要綱の趣旨を勘案した上で、運用
方針の見直し及び取扱要綱の整備を行う必

 
 
 
 

 退職給付引当資産取扱要綱の趣旨を勘案
しつつ、取扱要綱の一部改正（施行日：令和
5年 12月 1日）を行い、運用対象を地方債な
ど、財団の資金運用規程で定める金融資産に
改めました。 
 

【措置済み】 
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要がある。 
 

 
55 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
賞与引当金・退職給付引当金の貸借対照表
内訳表上の計上額について 
 
指摘6 
貸借対照表内訳表において、賞与引当金

及び退職給付引当金について公益事業及び
収益事業への按分が適切に行われていな
い。 
日本公認会計士協会から公表されている

研究資料を参考に公益法人会計基準に従っ
た適切な決算書を作成する必要がある。 
 

 
 
 
 
 

令和 5年度決算より、貸借対照表内訳表に
おいて、賞与引当金及び退職給付引当金につ
いて公益目的事業会計から収益事業等会計
への按分配賦を行いました。 
 

【措置済み】 
 

 
56 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
賞与引当金に係る社会保険料法人負担見込
額の会計処理について 
 
指摘7 
新潟市芸術文化振興財団では、職員に対

する賞与の支給に備えるため、当期に負担
すべき支給見込額を、決算において賞与引
当金として計上しているが、法定福利費に
相当する負債を計上していない。 
賞与引当金を計上する場合、賞与引当金

の金額に合理的な料率を乗じて法定福利費
相当額を負債計上するべきである。 
なお、重要性の原則を適用して計上省略

する場合には、重要性が乏しいことを法人
として検討し意思決定する必要がある。 
 

 
 
 
 
 

令和 5年度決算より、賞与支給見込額に加
え、賞与分社会保険料法人負担見込額を賞与
引当金として負債に計上しました。 
また、令和6年度予算においても同様に、

賞与引当金繰入額に社会保険料法人負担見
込額を加算しました。 
 

【措置済み】 
 

 
57 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
税効果会計の適用要否の判断について 
 
指摘8 
収益事業等会計において法人税法上の収

益事業を実施しているが、決算において税
効果会計の適用要否を検討しておらず、税
効果会計を適用していない。 
よって、公益法人会計基準に関する実務

指針に記載されているフローチャートや重
要性の考え方、法定実効税率の算定方法な
どを参考にして、税効果会計適用の要否に
ついて法人として検討し意思決定する必要
がある。 
 

 
 
 
 

財団顧問税理士の意見を参考に、令和5年
度決算において税効果会計の適用要否を財
団内で検討しました。その結果、法人税法上
の収益事業に係る課税所得の額に重要性が
乏しいと判断し、税効果会計を適用しないこ
ととしました。 
 

【措置済み】 
 

 
58 

 
（公財）新
潟市芸術
文化振興
財団 

 
関連当事者の注記について 
 
指摘9 
関連当事者の判定の検討が行われておら

ず、結果として、財務諸表において関連当事
者である新潟市との取引の内容についての
注記が行われていない。なお、新潟市以外に
も関連当事者がいないか検討した上で、関
連当事者との取引を適切に注記する必要が
ある。 
 

 
 
 
 

令和 5年度決算より、関連当事者の判定の
検討を行い、その結果、関連当事者は新潟市
以外におらず、関連当事者である新潟市との
取引内容を財務諸表に注記しました。 
 

【措置済み】 
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61 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
役員人件費を補助対象とすることについて 
 
意見5 
「公益財団法人新潟市芸術文化振興財団

運営費補助金」において、新潟市芸術文化振
興財団の役員人件費についても補助の対象
としている。国では、行政改革の取組とし
て、公益法人の役員報酬に対する国の助成
は、民間の法人の運営に国が実質的に関与
することになりかねないことから、特段の
理由があるものを除き、一律に廃止するこ
ととしている。 
国が計画の中で説明している懸念点は新

潟市であっても共通しているため、役員人
件費を補助対象とする必要性、公益性を整
理検討するとともに、財務状況等を考慮し
て補助の必要額を検討することが望ましい
と考える。  
 

 
 
 
 

芸術文化振興財団は、本市が100%出捐して
設立した外郭団体であり、ともに常務理事で
あるりゅーとぴあ支配人及び財団事務局長
分の役員報酬について補助金により助成し
ています。 
国の計画の主旨は思慮するものではあり

ますが、同財団の主たる事業は複数の指定管
理業務及び補助事業であり、財務状況等を考
慮しても、公益性が極めて高い公の施設の運
営及び市民への補助事業を実践する財団の
中核を担う役員報酬に対する助成及び補助
額については、検討した結果、適切なものと
考えます。 
 

【措置済み】 
 

 
62 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
公益財団法人新潟市芸術文化振興財団運営
費補助金に係る補助金評価について 
 
意見6 
公表している「公益財団法人新潟市芸術

文化振興財団運営費補助金」に係る補助金
評価シートの記載が、活動実績・成果につい
て具体性を欠いており、また毎年度同じ記
載が行われており、どのようにして市の文
化振興に寄与しているか、を情報利用者が
理解することができない。補助金評価の結
果は、文章で具体的に分かりやすく効果を
説明することが望ましい。 
また、達成度を測る目標については、定性

評価では客観性や検証性に乏しいため、可
能な限り定量評価すべきと考える。 
 

  
 
 
 
 
達成度を測る目標については、可能な限り

定量評価（数値化）を行い、数値による目標
の設定が困難でやむを得ず数値以外の表現
により設定する目標についても参考指標を
例示するなど、令和6年度取扱基準を修正し
ました。 
今後の補助金評価の結果についても、文章

で具体的に分かりやすく効果を説明します。 
 

【検討中】 
 

 
63 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
坂口安吾顕彰事業補助金に係る補助金の評
価について 
 
意見7 
公表している「坂口安吾顕彰事業補助金」

に係る補助金評価シートの記載が、活動実
績・成果について具体性を欠いており、また
毎年度同じ記載が行われており、どのよう
にして市の文化振興に寄与しているか、を
情報利用者が理解することができない。補
助金評価の結果は、文章で具体的に分かり
やすく効果を説明することが望ましい。 
また、達成度を測る目標については、定性

評価では客観性や検証性に乏しいため、可
能な限り定量評価すべきと考える。 
 

 
 
 
 
 

達成度を測る目標については、数値による
目標の設定が困難でやむを得ず数値以外の
表現により設定する目標について参考資料
を例示するなど、令和6年度取扱基準を修正
しました。 
今後の補助金評価の結果についても、文章

で具体的に分かりやすく効果を説明します。 
 

【検討中】 
 

 
64 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課・

 
基本協定書について 
 
意見8 
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歴史文化
課 

歴史文化課にて作成されている「新潟市
歴史博物館・旧新潟税関庁舎等及び新潟市
文化財旧小澤家住宅の管理に関する基本協
定書」では、「備品」「消耗品」の定義付け
が無く、「備品」「消耗品」の区分が新潟市
の制定しているルールと不整合となる可能
性があるため、明記すべきであると考える。 
また、新潟市芸術文化振興財団は、文化政

策課及び歴史文化課が所管する複数の施設
において、それぞれ指定管理者として基本
協定書を交わしているが、同一の外郭団体
との協定書にもかかわらず、各施設に特有
の規定を除いた共通する事項についても記
載が異なる部分が散見されたため、見直す
ことが望ましい。 
 

同一の外郭団体との基本協定書にもかか
わらず、記載内容がそれぞれ異なっていたた
め、各施設に特有の規定などやむを得ないも
のを除いた共通する事項については、記載内
容が同じとなるよう、次期指定管理期間にお
ける指定管理者選定に合わせて見直しを行
います（文化政策課所管分：令和6年度分か
らの指定管理期間において見直し済み、歴史
文化課所管分：令和8年度からの指定管理期
間に向けて見直し予定）。 
 

【検討中】 
 

 
69 

 
（公財）新
潟市海洋
河川文化
財団 

 
指定管理の月例業務報告書について 
 
指摘10  
月例業務報告書に基本協定書に定められた

事項の一部（管理経費等の収支状況）の記載が
漏れていた。そのため、基本協定書の定めに従
って必要事項を漏れなく業務報告書に記載し
提出することが必要である。 
しかし、そもそも月例業務報告書で報告を求

める事項として必須なのか疑問が残る。 
基本協定書に定められた事項は新潟市作成

のひな型どおりであり、状況によっては、記載
事項の要否を検討した上でカスタマイズして
利用することが望ましいと考える。 
  

 
 
 
 

令和 5 年度 10 月分から「管理経費等の収
支決算に関する事項」を報告しました。なお、
令和 6 年度から令和 10 年度までの指定管理
期間に係る基本協定書においては、「管理経
費等の収支決算に関する事項」の月例報告は
不要となりました。 
 

【措置済み】 
 

 
71 

 
（公財）新
潟市海洋
河川文化
財団 

 
利用されていない銀行口座について 
 
意見9 
長期に使用実績が無く使用見込みも無い

普通預金口座を保有している。現在使用し
ておらず今後の使用見込みが無い預金口座
は、不正に使用される恐れや管理コストの
点から、早期に解約することが望ましい。 
 

 
 
 
 

今後の使用見込がない預金口座について
は、令和5年 10月 11日付けで解約の手続き
を行いました。 
 

【措置済み】 

 
71 

 
（公財）新
潟市海洋
河川文化
財団 

 
賞与引当金について 
 
指摘11 
翌年度の夏季賞与支給見込額は、年度末時点

において引当金計上の要件を満たしているた
め、当期の負担に属する金額を財務諸表におい
て賞与引当金として計上する必要があるが、賞
与引当金が計上されていない。また、賞与引当
金に対応する社会保険料会社負担見込額も負
債計上する必要がある。 
なお、重要性の原則を適用して計上省略する

場合には、重要性が乏しいことを法人として検
討し意思決定する必要がある。 
 

 
 
 
 

令和 5年度財務諸表において、翌年度の夏
季賞与支給見込額及び社会保険料会社負担
見込額として、賞与引当金を計上しました。 
 

【措置済み】 

 
73 

 
（公財）新

 
税効果会計の適用要否の判断について 
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潟市海洋
河川文化
財団 

 
指摘12 
収益事業等会計において法人税法上の収益

事業を実施しているが、決算において税効果会
計の適用要否を検討しておらず、税効果会計を
適用していない。 
よって、公益法人会計基準に関する実務指針

に記載されているフローチャートや重要性の
考え方、法定実効税率の算定方法などを参考に
して、税効果会計適用の要否について法人とし
て検討し意思決定する必要がある。 
 

 
 
公益法人会計基準に関する実務方針を参

考に、財団顧問税理士の意見を聞きながら、
令和5年度決算において税効果会計の適用を
検討しました。その結果、税効果会計の適用
については、法人税法上の収益事業の規模が
財団全体において限定的であり、重要性が乏
しいと判断しました。また、総資産の額に対
する繰延税資金資産又は繰延税金負債の額
の割合においても重要性に乏しいと判断で
きるため、税効果会計は適用しないこととし
ました。 

 
【措置済み】 

 
 
74 

 
（公財）新
潟市海洋
河川文化
財団 

 
補助金等の注記について 
 
指摘13 
補助金の交付を受けているが、財務諸表にお

いて補助金等の注記を行っていない。よって、
財務諸表に補助金等の注記を追加する必要が
ある。 
 

 
 
 
 

令和 5年度財務諸表から、補助金等の注記
を追記しました。 
 

【措置済み】 
 

 
75 

 
（公財）新
潟市海洋
河川文化
財団 

 
関連当事者の注記について 
 
指摘14 
関連当事者の判定の検討が行われておらず、

結果として、財務諸表において関連当事者であ
る新潟市との取引の内容についての注記が行
われていない。なお、新潟市以外にも関連当事
者がいないか検討した上で、関連当事者との取
引を適切に注記する必要がある。 
 

 
 
 
 

令和 5年度決算より、関連当事者の判定の
検討を行い、その結果、関連当事者は新潟市
以外におらず、関連当事者である新潟市との
取引内容を財務諸表に注記しました。 
 

【措置済み】 

 
78 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 

修繕費の負担について 

 
意見10 
「新潟市水族館の管理に関する基本協定書」

において負担しないとする高額な修繕費を継
続的に新潟市海洋河川文化財団が負担してい
る状況であり、また今後は施設老朽化により緊
急的な高額の修繕費も増えることが予想され
る。 
協定書に準拠した適正な負担関係を構築で

きるよう、新潟市は対応の見直しを含めて検討
することが望ましいと考える。 
 

 
 
 
 
 

水族館における250万円以上の修繕費につ
いて、予算要求の段階で修繕の必要性が予見
されるものについては、指定管理者と協議の
上、本市が修繕費の予算要求をすることと
し、令和7年度予算より要求を行います。 
なお、突発的かつ緊急性が高く予算措置が

間に合わないものについては、これまでと同
様に本市と指定管理者と協議の上、特定費用
準備資金を活用して、指定管理者の負担で実
施することとします。 
 

【検討中】 
 

 
79 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
役員人件費を補助対象とすることについて 
 
意見11 
「公益財団法人新潟市海洋河川文化財団運

 
 
 
 

海洋河川文化財団は、本市が100%出捐して
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営補助金」において、新潟市海洋河川文化財団
の役員人件費についても補助の対象としてい
る。国では、行政改革の取組として、公益法人
の役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の
運営に国が実質的に関与することになりかね
ないことから、特段の理由があるものを除き、
一律に廃止することとしている。 
国が計画の中で説明している懸念点は新潟

市であっても共通しているため、役員人件費を
補助対象とする必要性、公益性を整理検討する
とともに、財務状況等を考慮して補助の必要額
を検討することが望ましいと考える。 
 

平成 28 年に一般財団法人として設立した外
郭団体であり、平成 29 年に公益財団法人へ
移行してからも、役員報酬を含めた運営経費
について補助金による助成を継続していま
す。 
国の計画の主旨は思慮するものではあり

ますが、同財団の主たる事業は指定管理業務
であり、財務状況等を考慮しても、公益性が
極めて高い公の施設の運営を実践する財団
の中核を担う役員報酬に対する助成及び補
助額については、検討した結果、適切なもの
と考えます。 
 

【措置済み】 
 

 
80 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
公益財団法人新潟市海洋河川文化財団運営
補助金に係る補助金評価について 
 
意見12 
公表している「公益財団法人新潟市海洋河川

文化財団運営補助金」に係る補助金評価シート
の記載が、活動実績・成果について具体性を欠
いており、また毎年度同じ記載が行われてお
り、どのようにして市の文化醸成に寄与してい
るか、を情報利用者が理解することができな
い。補助金評価の結果は、文章で具体的に分か
りやすく効果を説明することが望ましい。 
また、達成度を測る目標については、定性評

価では客観性や検証性に乏しいため、可能な限
り定量評価すべきと考える。 
 

  
 
 
 
 

達成度を測る目標については、数値による
目標の設定が困難でやむを得ず数値以外の
表現により設定する目標について参考資料
を例示するなど、令和6年度取扱基準を修正
しました。 
今後の補助金評価の結果についても、文章

で具体的に分かりやすく効果を説明します。 
 

【検討中】 
 

 
81 

 
文化スポ
ーツ部文
化政策課 

 
指定管理者業務の仕様書について 
 
意見13 
指定管理者の選定に関する評価会議におい

て、同一事業者を指定管理者候補者として非公
募とすることのデメリット（マンネリ化など）
について解消する方策（外部意見の取入れな
ど）を仕様書に織り込むことを条件として非公
募を容認するという旨の評価委員の意見があ
った。当該意見も踏まえて、評価会議として指
定管理者の選定を非公募とする結論に至った
が、仕様書に対応に関する記載が従前から存在
することをもって、委員からの意見に対応した
仕様書の変更は行っていない。 
しかし、デメリット（マンネリ化など）を排

除するためには、指定管理者に意識・行動の変
革を促す必要があり、記載内容が変わらない仕
様書では意識・行動の変革を促す効果は期待で
きないため、マンネリ化などを解消するための
記載を仕様書に明確にすべきであると考える。 
また、他の施設の指定管理者の選定に関する

評価会議が後日開催されているが、新潟市水族
館と同じく同一事業者を指定管理者候補者と
して非公募としているにもかかわらず、同様の
デメリットに関する議論がなされていない。共
通の論点については、横断的な情報共有及び慎

 
 
 
 

令和6年度からの新潟市水族館指定管理業
務仕様書において大きな修正は行いません
でしたが、新たな視点や手法を取り入れる観
点からＳＮＳの活用等を追記し、指定管理者
申請者からのプレゼンテーションにおいて
も、水族館の管理運営に関する新たな取組と
その姿勢について説明を求めるなど、指定管
理者申請者に対して意識・行動の変革を促す
よう働きかけました。 
また、マンネリ化解消方策等の仕様書への

記載については、次期指定管理期間における
指定管理者選定に合わせて見直しを行いま
す（令和 11 年度からの指定期間に向けて見
直し予定）。 
 

【検討中】 
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重な議論が行われるように対応することが望
ましい。 
 

 
86 
 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
役員の欠格事由の確認について 
 
意見14 
新潟観光コンベンション協会においては、役

員の就任時には欠格事由等の確認書を入手し
ているが、その後の重任時においては、改めて
確認書を入手することはしていない。 
法人のリスク管理の観点から、重任時におい

ても、改めて役員に欠格事由について十分な説
明を行い、欠格事由の有無を確認した上で確認
書を入手することが望ましい。 
 

 
 
 

 
令和 6年度から役員重任時においても、欠

格事由の説明を行い、確認書を入手しまし
た。 
 

【措置済み】 

 
88 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
活動指標の選定について 
 
意見15 
新潟観光コンベンション協会の活動指標と

しては、延べ宿泊者数、コンベンション開催件
数、コンベンション参加者数が指標として考え
られており、特に延べ宿泊者数に重点が置かれ
ている。しかし、地域経済の活性化は必ずしも
宿泊者の数だけでは判断できるわけではない
と考える。 
そのため、地域経済の活性化がどの程度行わ

れたかを判断するために、どのような指標が適
切かを検討の上、活動指標として選定すること
が望ましい。 
 

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、新潟市と協議しながら

適切な指標の設定について内容を検討しま
す。 

【検討中】 
 

 
89 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
新潟市観光情報館の取り扱いについて 
 
意見16 
新潟市観光情報館は、すでに存在意義を

失っていると考えられるにもかかわらず、
保有しているだけで新潟市の財政負担が生
じている。また、老朽化が進んでおり、使用
し続けるには修繕等が必要な状況とのこと
であり、このような現状に鑑みれば、速やか
に処分すべきである。 
解体撤去の方針とのことであるが、入居

者もいることからすぐに取り壊しというこ
ともできないと考えられるため、解体撤去
のために必要な課題を洗い出し、具体的な
アクションを検討すべきである。 
 

 
 
 
 
今後の施設のあり方については、新潟市や

入居団体と協議を行い、適正化に取り組みま
す。 
 

【検討中】 
 

 
90 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
財政調整資金積立金について 
 
意見17 
新潟観光コンベンション協会の事業は、

基本的に事業資金は新潟市の補助金で賄わ
れており、必要以上に資金を保有しなけれ
ばならないような事業運営を行っていな
い。現金預金残高も一定程度保有しており、
それ以外に財政調整資金積立金として別枠

 
 
 
 
財政調整資金積立金は、新潟市や民間と連

携する中で、スピード感を持って緊急的に取
り組むべき事業に活用してきました。今後の
運用方法については新潟市と協議の上、検討
を行います。 
 



 

- 10 - 

 

の預金を保有する意義が乏しいと考える。 
財政調整資金積立金は通常の普通預金と

の違いも不明瞭であり、財政調整資金積立
金について意義、必要性及び資金繰りを検
討の上、新潟市への返還や現金預金勘定と
の統合も検討することが望ましい。 
 

【検討中】 
 

 
91 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
補助金交付事務の不備について 
 
指摘15 
新潟観光コンベンション協会は、新しい

ＭＩＣＥ誘致推進事業としてコンベンショ
ン開催補助金を交付している。当補助金の
交付要綱には、主催者は実績報告書の他に
参加者名簿や決算書、参加者アンケートな
どの添付書類を速やかに提出しなければな
らない旨が定められているが、参加者アン
ケートが添付されていないものが1件発見
された。 
補助金の交付決定にあたっては、「公益財

団法人新潟観光コンベンション協会コンベ
ンション開催補助金交付要綱」に従った手
続が実施されていることが必要であるとと
もに、「コンベンション開催補助金実績報告
書兼交付申請書」等の書類に不備や不足が
ないことが重要であり、そのための適切な
事務執行が必要と考える。不備があるにも
かかわらず、補助金として交付している事
例があったことから、事務執行が適切に行
われる体制を整備する必要がある。 
 

 
 
 
 

令和6年度よりコンベンション主催者に対
し、交付要件の周知徹底を図るともに、実績
報告時、および補助金交付時に複数部署で書
類の確認を行うよう改めました。 
 

【措置済み】 

 
94 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
一者随意契約について 
 
指摘16 
新潟空港1階の国内線側に大型のデジタ

ルサイネージを設置する業務について一者
随意契約を行っている。 
しかし、一者随意契約を締結する場合に

は、然るべき理由が必要と考えるが、該当法
令は地方自治法施行令第167条の2第1項6号
となっており、競争入札が不利な場合とさ
れているが、なぜ競争入札が不利になるの
かが明確に説明されていない。 
また、最もコスト及び調達リスクの低減

が図れると判断したとあるが、そもそも、一
者随意契約をしておりその他の事業者との
比較も行われておらず、最もコスト及び調
達リスクの低減が図れると判断した根拠が
不十分である。 
さらに、契約者として賛助会員以外の業

者を検討しない、契約価格の妥当性を検討
しないということであれば、新潟市の補助
金で事業を行う公益財団法人としては適切
ではないと考える。 
以上より、発注業者の選定は一般競争入

札を行うか、随意契約を締結するにしても
技術の特殊性、経済的合理性、緊急性等を客

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、今後の発注業務に関し

ては、一般競争入札を基本としつつ、適正に
処理していきます。 
 

【検討中】 
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観的かつ総合的に判断し決定するなど、適
正に行う必要がある。 
 

 
96 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
発注業者の見積について 
 
指摘17 
新潟空港の国際線チェックインロビーに

デジタルサイネージを設置しているが、見
積を取るにあたって、実質的に賛助会員1社
からしか見積を取っていない。 
見積を取るにあたって、賛助会員以外の

事業者を検討しない、契約価格の妥当性を
検討しないということであれば、新潟市の
補助金で事業を行う公益財団法人としては
適切ではないと考える。 
以上より、発注業者の選定にあたっては、

有利な条件で契約ができるように、適切に
見積を入手し比較検討するべきである。 
 

 
 
 
 

 本件発注にあたっては、3 社に見積依頼を
行い提出は1社のみでした。今後、このよう
な案件については仕様書の見直し等を行い、
適切な業者選定を行います。 
 

【検討中】 
 

 
97 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
会計記録と補助簿（現金出納帳）の整備につ
いて 
 
指摘18 
現金出納帳に記録されている現金の動き

が、会計記録に記録されていない。 
会計記録は、法人の経済実態を適切に反

映させるため、現金の動きについて適切に
記録すべきである。月末に残高が残らない
ように運用しているとしても、会計記録は
月末残高のみを記録するものでは無く、実
際には月末に現金残高が残っていることも
あり不適切であると考える。現金出納帳を
適切に作成した上で、その内容は会計記録
と整合させる必要がある。 

 

 
 
 
 
  
指摘内容を踏まえ、令和6年度より現金の

動きを会計記録に記録することにより会計
記録と現金出納帳との整合性を図っていま
す。 
 

【措置済み】 

 
98 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
現金実査について 
 
意見18 
新潟観光コンベンション協会では、現金

について実査をした上での残高報告等はし
ていない。 
現金については、不正のリスクもあるこ

とから定期的に金種表等を利用した現金実
査を行い、その結果を報告させるような運
用が望ましいと考える。 

 

 
 
 
 
令和 6 年度より事務局及び新潟市観光案

内センターにおいて、毎月末に事務局職員
による現金実査を行い、残高報告を行って
います。 
 

【措置済み】 

 
98 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
リース取引の会計処理について 
 
指摘19 
新潟観光コンベンション協会の新潟空港

国際線チェックインロビーLEDビジョンに
係るリース取引は、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じて会計処理を行っているが、
ファイナンス・リース取引に該当すると考
えられるため、通常の売買取引に準じて会

 
 
 
 
令和 6年度より指摘内容を踏まえ、今後の

リース契約において、適切な会計処理を行う
ため、会計事務所の指導を仰ぎながら、リー
ス取引判定を行っています。 
 

【措置済み】 
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計処理すべきである。 
また、リース契約を締結する都度、リース

取引判定を行う体制を構築することが必要
である。 
 

 
101 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
資産除去債務の計上について 
 
指摘20 
新潟観光コンベンション協会の事務局事

務所については賃借している事務所の内装
（間仕切壁等）設備や造作物について、新潟
市観光情報館については賃借している土地
の上に建設されている新潟市観光情報館建
物について、契約上除去に関する義務があ
ると考えられ、該当する資産除去債務を見
積計上することが必要となる。 
しかし、新潟観光コンベンション協会の

令和4年度財務諸表上、資産除去債務を計上
していないため、計上することが必要であ
る。 
 

 
 
 
 
事務局、および新潟市観光情報館の原状回

復に関する見積もりを行い、令和6年度財務
諸表より資産除去債務に計上します。 
 

【検討中】 
 

 
103 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
賞与引当金に係る社会保険料法人負担見込
額の会計処理について 
 
指摘21 
新潟観光コンベンション協会では、職員

等に対する賞与の支給に備えるため、当期
に負担すべき支給見込額を決算において賞
与引当金として計上しているが、法定福利
費に相当する負債を計上していない。 
賞与引当金を計上する場合、賞与引当金

の金額に合理的な料率を乗じて法定福利費
相当額を負債計上するべきである。 
なお、重要性の原則を適用して計上省略

する場合には、重要性が乏しいことを法人
として検討し意思決定する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、令和5年度決算より社

会保険料事業主負担分を含めた賞与引当金
を計上しました。 
 

【措置済み】 
 

 
104 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
注記における重要な会計方針としての引当
金の計上基準について 
 
指摘22 
新潟観光コンベンション協会の令和4年

度財務諸表における、財務諸表に対する注
記では、1．重要な会計方針（4）引当金の計
上基準という項目があるものの、引当金の
計上基準は退職給付引当金についてのみ記
載されている。しかし、貸借対照表では「賞
与引当金」についても計上されており、引当
金の計上基準として注記をするべきであ
る。 
 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、令和5年度決算より賞

与引当金についても注記に記載しました。 
 

【措置済み】 
 
 

 
104 
 

 
（公財）新
潟観光コ
ンベンシ
ョン協会 

 
関連当事者の注記について 
 
指摘 23 
関連当事者の判定の検討が行われておら

 
 
 
 

令和 5年度決算より、関連当事者の判定の
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ず、結果として、財務諸表において関連当事
者である新潟市との取引の内容についての
注記が行われていない。なお、新潟市以外に
も関連当事者がいないか検討した上で、関
連当事者との取引を適切に注記する必要が
ある。 
 

検討を行い、その結果、関連当事者は新潟市
以外におらず、関連当事者である新潟市との
取引内容を財務諸表に注記しました。 
 

【措置済み】 
 

 
107 

 
観光・国際
交流部観
光政策課 

 
役員人件費を補助対象とすることについて 
 
意見 19 
「公益財団法人新潟観光コンベンション協

会運営事業補助金」において、新潟観光コンベ
ンション協会の役員人件費についても補助の
対象としている。 
国では、行政改革の取組として、公益法人の

役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の運
営に国が実質的に関与することになりかねな
いことから、特段の理由があるものを除き、一
律に廃止することとしている。 
国が計画の中で説明している懸念点は新潟

市であっても共通しているため、役員人件費を
補助対象とする必要性、公益性を整理検討する
とともに、財務状況等を考慮して補助の必要額
を検討することが望ましいと考える。 
 

 
 
 
 
予算額の8割以上を市からの補助金で賄っ

ている現在の（公財）新潟観光コンベンショ
ン協会の財務状況等を考慮すると、「観光誘
客」や「コンベンション誘致」など、公益性
の高い同協会の活動の中核を担う役員報酬
を補助対象とすること及び補助額について
は、検討した結果、適切なものと考えます。 
 

【措置済み】 
 
 

 

 
108 
 

 
観光・国際
交流部観
光政策課 

 
補助金評価シートの補助率について 
 
指摘 24 
「公益財団法人新潟観光コンベンション協

会運営事業補助金」の評価シートに係る補助率
は正しい数値を開示していないため、補助金に
対する正しい理解に資するように適切に開示
すべきである。 
 

 
 
 
 

ご指摘のとおり、令和5年度の補助金評価
シートの補助率について正しい数値で開示
しました。 
 

【措置済み】 
 

 
112 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
人事考課の導入について 
 
意見 20 
新潟市環境事業公社では、人事考課が行われ

ていない。 
適切な人事制度の運用のためにも、人事考課

の導入について引き続き検討することが望ま
しい。 
 

 
 
 
 
第4次中期経営計画にて人事考課制度の導

入に向け取りみましたが、考課者側・被考課
者側に理解が得られないことや、制度自体へ
の反発が強く社員の士気向上につながらな
いと判断し、人事考課制度を断念しました。
今後も人事考課制度について、考課者側・被
考課者側に理解が得られるよう粘り強く説
明を行っていきます。 
 

【検討中】 
 

 
113 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
組織的な人材教育の必要性について 
 
意見 21 
新潟市環境事業公社では、人材育成に力を入

れるため、配置転換を計画的に行っているが、
実際の教育は所属している各部署に任せてお
り、法人として管理しているわけではない。 

 
 
 
 
人材育成における教育に関して、各部署に

任せていた部分が多く、会社としては各人の
熟練度に関しては各部署の報告のみだった
ことから、今年度から総務課で配置転換や各
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各事業において知識や技能が求められ、計画
的に教育を行うのであれば、各業務における必
要な知識や技能を法人として整理をした上で、
各人がどのような知識や技能を習得している
のか、どのように習得させていくのか等、配置
転換をさせるだけではなく、それぞれの習得状
況まで計画的に行うことが望ましい。 
 

人の教育などを一括で行い組織的な人材教
育に努めています。 

 
【措置済み】 

 

 
113 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
移転準備引当金の会計処理について 
 
指摘 25 
新潟市環境事業公社の令和4年度の貸借対照

表には、移転準備引当金170,000千円が計上さ
れているが、移転準備引当金は引当金の計上要
件を満たしておらず、計上額に合理性も無い。 
合理性のない引当金を計上し、利益を過少に

計上することは、適切な利益を株主に説明せ
ず、利益処分の機会を奪っていることになるた
め不適切である。 
 

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議し令

和 5 年度に移転準備引当金の一部 70,000 千
円の戻入を行いました。残額100,000千円の
戻入れも早めに行えるよう引き続き努力し
ます。 
 

【検討中】 
 

 
115 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
前払費用の会計処理について 
 
指摘 26 

新潟市環境事業公社の令和4年度の貸借対
照表には未完成の固定資産の取得のために支
払った資金が、流動資産の前払金として計上さ
れている。 
しかし、未完成の固定資産の取得のために支

払った資金は固定資産の建設仮勘定として開
示することが適切であり、貸借対照表の開示科
目は、一般に公正妥当と認められた企業会計の
基準に基づき、適切に開示することが必要であ
る。 
 

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議し令

和5年度に流動資産の前払金から固定資産の
建設仮勘定に修正処理を行いました。 
 

【措置済み】 
 

 

 
117 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
賞与引当金に係る社会保険料法人負担見込
額の会計処理について 
 
指摘 27 
新潟市環境事業公社では、職員等に対する賞

与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給
見込額を決算において賞与引当金として計上
しているが、法定福利費に相当する負債を計上
していない。 
賞与引当金を計上する場合、賞与引当金の金

額に合理的な料率を乗じて法定福利費相当額
を負債計上するべきである。 
なお、重要性の原則を適用して計上省略する

場合には、重要性が乏しいことを法人として検
討し意思決定する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議のう

え令和5年度より法定福利費に相当する負債
も賞与引当金に計上しました。 
 

【措置済み】 
 

 

 
117 
 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
役員退職慰労引当金の会計処理について 
 
指摘 28 
新潟市環境事業公社では、役員に対して退職

慰労金を支払うことが予定されているが、令和

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議のう

え、令和5年度より将来の役員退職慰労金の
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4年度の貸借対照表には役員退職慰労引当金が
計上されていない。 
将来の役員退職慰労金の支払に対応する金

額は、役員退職慰労引当金として適切に計上す
るべきである。 
 

支払に対応する金額を役員退職慰労引当金
として貸借対照表に計上しました。 

 
【措置済み】 

 
118 
 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
有価証券の評価基準及び評価方法の注記に
ついて 
 
指摘 29 
新潟市環境事業公社では、「中小企業の会計

に関する指針」に基づいて計算書類を作成して
いることを明記しているが、重要な会計方針に
係る事項に関する注記として、有価証券の評価
基準及び評価方法を注記していない。 
「中小企業の会計に関する指針」、会社計算

規則に基づき、有価証券の評価基準及び評価方
法を適切に注記すべきである。 
 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議のう

え、第 56 期事業報告書より有価証券の評価
基準及び評価方法の注記を適切に行いまし
た。 
 

【措置済み】 
 

 

 
119 
 

 
（株）新潟
市環境事
業公社 

 
株主資本等変動計算書の注記について 
 
指摘 30 
新潟市環境事業公社では、「中小企業の会計

に関する指針」に基づいて計算書類を作成して
いることを明記しているが、株主資本等変動計
算書に関する注記が不足している。 
「中小企業の会計に関する指針」、会社計算

規則に基づき、株主資本等変動計算書に関する
注記を適切に注記すべきである。 
 

 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、経理事務所と協議のう

え、第 56 期事業報告書より株主資本等変動
計算書に関する注記を適切に行いました。 
 

【措置済み】 
 

 
120 

 
環境部循
環社会推
進課 

 
新潟市環境事業公社と新潟市の関係性につ
いて 
 
意見 22 
新潟市環境事業公社は株式会社という組織

形態であり、新潟市は 34.6％出資しており大
株主である。 
株式会社という組織形態において新潟市の

出資比率が 34.6％という現状は、一事業者と
しての客観性は確保されておらず、他方で新潟
市のために協力運営をすることが確保されて
いる状況とも言えないと考えられる。そのた
め、新潟市は、新潟市環境事業公社との関係性
を解消するのか強化するのかどちらが適切な
のか方針を明確にし、資本関係の対応も含む具
体的な対応を検討することが必要と考える。 

 

 
 
 
 
 
ご指摘を踏まえ、新潟市環境事業公社との

関係性について、今後、検討していきます。 
 

【検討中】 
 

 
123 

 
環境部循
環社会推
進課 

 
資源再生センターに係る一者随意契約につ
いて 
 
指摘 31 
資源再生センター選別施設運転管理業務委

託について、新潟市は新潟市環境事業公社と一
者随意契約を締結している。 
しかし、随意契約ガイドラインに照らし合わ

 
 
 
 
 
資源再生センターの廃止に伴い、本委託契

約は令和5年度で終了しました。今後、委託
契約において一者随意契約を行う際には、本
指摘事項を踏まえた上で随意契約ガイドラ
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せると、資源再生センター選別施設運転管理業
務委託について、一者随意契約とするには合理
的な理由とは言い難い。そのため、一者随意契
約を締結する場合には、随意契約ガイドライン
を遵守した契約を行うことが必要である。 
 

インを遵守した契約を行います。 
 

【不措置】 
 

 

 
127 

 
（公財）新
潟ミート
プラント 

 
収益改善施策のない中期計画について 
 
意見 23 
新潟市全体のと畜数は減少傾向であり法人

の経営環境に厳しさが増しているものの、翌年
度予算や中期計画では法人の経営を改善する
ための具体的な施策が策定されていない。継続
的な事業活動を行うために、法人経営を改善す
るための施策を計画的に運用することが望ま
しい。 
 

 
 

 
 
現中期計画は、令和元年度に作成し、令和

5 年度までの計画となっていたことから、令
和6年 3月に、財団の事業を取り巻く現状や
課題を踏まえ、公益財団としての社会的使命
を果たすとともに、健全な運営を図るため、
計画期間を令和 6 年度から令和 10 年度とす
る新たな令和中期計画を策定しました。今
後、この計画に基づき、と畜頭数の増頭を図
るとともに、経営改善を進めます。 
 

【措置済み】 
 

 
128 

 
（公財）新
潟ミート
プラント 

 
契約方法を選択する際の金額基準について 
 
意見 24 
新潟ミートプラント契約要綱において、工事

又は製造の請負は、250万円を下回る場合に随
意契約の方法により締結することができ、250
万円を超える場合には競争入札が必要となる
旨が定められている。 
しかしながら、特定の修繕工事に関しては、

同じ業者への取引を同日に決裁しているにも
かかわらず、分割して金額判定することで250
万円を超えないものと判断し随意契約を行っ
ていた。 
公正で経済合理性がある取引ができるよう

に、実態を踏まえた契約事務を行う必要があ
る。 
 

 
 

 
 
意見を踏まえ、修繕工事等の発注にあたり

契約要綱等の遵守を徹底し、要綱の拡大解釈
等がないよう改めて発注担当者に注意喚起
を行いました。   
公正性及び公平性の保持及び経済性の確

保を図り、適切な契約事務の遂行に努めま
す。 
 

【措置済み】 
 

 
129 

 
（公財）新
潟ミート
プラント 

 
見積合わせの実施状況について 
 
指摘 32 
新潟ミートプラント契約要綱において「第21

条 契約執行職員は、随意契約をしようとする
ときは、なるべく有資格者のうちから、特別の
理由のある者を除き２人以上の者から見積書
を提出させなければならない。」と定めている。
新潟ミートプラントでは、特殊機械等が多く一
者随意契約を締結しているケースが多いが、照
明修繕・屋根修繕といった複数の業者で施工が
可能と考えられる修繕についても見積合わせ
を実施していない。 
一者随意契約となっている場合は、競争性が

働いておらず、公平性が担保できていない懸念
があるため、委託料削減・公平性の観点から、
内規を遵守し、見積合わせを行う必要がある。 
 

 
 
 
 
 指摘を踏まえ、随意契約を実施する場合、
契約要綱に基づき、特殊機械の修繕や緊急修
繕以外は、原則見積合わせを実施するよう改
めて財団内で注意喚起を行いました。 
 

【措置済み】 
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130 

 
（公財）新
潟ミート
プラント 

 
少額の随意契約の取り扱いについて 
 
意見 25 
新潟ミートプラント契約要綱において「第21

条 契約執行職員は、随意契約をしようとする
ときは、なるべく有資格者のうちから、特別の
理由のある者を除き2人以上の者から見積書を
提出させなければならない。」としているが、
10万円未満の経費については見積合わせを実
施していない。 
実態に即した規程に見直しをするなど、内規

に即した事務執行を行えるよう体制を整備す
る必要がある。 
 

 
 
 
 
意見を踏まえ、令和 5 年 12 月に契約要綱

を実態に即した内容（10万円未満の経費につ
いては見積合わせを実施しない）に改正し、要
綱に基づく事務執行が行える体制を整備し
ました。 
 

【措置済み】 
 

 
131 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
無償で業務受託している新潟市食肉センタ
ー使用料等の徴収事務について 
 
意見 26 
新潟市が民間事業者から徴収する新潟市食

肉センター使用料等の徴収事務は、新潟ミート
プラントに委託されているが、その委託料は無
償とされている。徴収事務といった責任が伴う
事務を無償で行うことは、民間事業者間であれ
ば一般的ではなく、経済合理性のある価格にて
取引を行うことが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
使用料等の徴収事務は、新潟市食肉センタ

ーの運営を目的に設立された財団に、開設当
初から無償での業務委託をして現在に至っ
ています。 
本意見を踏まえ、市内部で協議し対応を検

討します。 
 

【検討中】 
 

 
132 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
改修等の費用及び責任の分担について 
 
指摘 33 
令和3年度の新潟市食肉センターの管理に係

る下記の修繕費が300万円を超えている。 
・「新潟市食肉センター小動物解体室 自動皮
剥機②修繕に伴う経費の支出について」341万
円 
・「新潟市食肉センター部分肉処理室 カット
コンベアB №3修繕に関する変更契約の締結
及び経費の支出について」319万円 
「新潟市食肉センターの管理に関する協定

書」において、300万円を超える修繕について
は新潟市の負担と定めており、新潟市が負担す
べき費用であるため、協定書の規定に従った修
繕費の負担が必要である。 
 

 
 
 
 
指摘のあった令和3年度のような修繕は、

令和4年度以降行っておらず、協定書の規定
に従い、リスク分担の300万円以上の修繕の
費用は新潟市が負担しています。 
 

【不措置】 
 

 
133 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
新潟市食肉センター施設老朽化について 
 
意見 27 
新潟市食肉センターは平成5年の開設か

ら30年が経過しており設備の老朽化が顕著
であり、早急に改修が必要な設備は15億円
以上にも達している。 
この点、修繕が必要な設備は、使用頻度・

代替可能性・改修期間を考慮して改修の優
先度を評価した上で、リスト化したものを
新潟ミートプラントが作成し、新潟市と共

 
 
 
 
新潟ミートプラントが作成したリストを

令和5年度にブラッシュアップし、優先度の
高い設備を更新するための予算措置に活用
しています。 
しかしながら全般的に設備の耐用年数を

超過しているため、最も優先度が高いと評価
したもの以外の設備も故障しており、その都
度状況に応じて対応しています。 
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有している。しかしながら、新潟市において
当リストを検討した結果が文書として残さ
れておらず、また修繕計画へ活かされてい
なかった。 
継続的で安心安全なセンター運営を実行

するためにも、当リストを用いて個々の設
備に関する対応方針を検討することが望ま
れる。 
 

また、稼働に影響がないように設備を更新
するため、工事に制約が課されるなど、対応
が難しい現状がありますが、稼働停止を避け
るべく新潟ミートプラントと協力して取り
組んでいます。 

 
【措置済み】 

 

 
135 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
新潟市食肉センターの改修計画について 
 
意見 28 
新潟市食肉センターは大型の設備であり

ストックマネジメントの観点から、計画的
な改修が行われるべきである。しかしなが
ら、予防的な改修計画は作成されておらず、
不具合が起こる都度改修をしている状態で
ある。 
そして、令和4年度のと畜場事業会計の予

算額が3.5億円である一方、新潟市食肉セン
ターで早急に改修が必要な設備金額は15億
円以上と積算されており、現時点では予算
が大きく不足する状況となっている。 
大型設備の更新には、多額の財源と中長

期的な対策が必要となることから、早い時
点で計画を策定し資産管理に努めることが
望ましかった。 
 

 
 
 
 

 これまで予防的な改修計画は作成されて
おらず、不具合が起こる都度改修している状
態であり、早い時点で計画を策定し資産管理
に努めることが望ましかったというご意見
のとおりです。 
 令和5年度に市の建築保全課の現地調査を
受けたところ建物のほとんどの部位で「早急
な改修が必要」との評価となっており、今後
調査結果に基づいた施設維持のための修繕
を行っていかなければならないと考えます。 
 

【検討中】 
 

 
135 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
新潟市食肉センターの管理委託料の算定に
ついて 
 
意見 29 
新潟市食肉センターの指定管理料の算定

にあたっては過去実績の平均を踏まえて算
定している。ただし指定管理料のうち、修繕
費に関しては、単純に過去平均を用いて算
定されていることで、令和2年度は12,737千
円、令和3年度は10,344千円、令和4年度は
13,108千円の予算超過となっている。指定
管理料の算定の際には、単純に過去の平均
を用いるのではなく、外部環境の変化や施
設の老朽化の進行状況を踏まえた将来の予
測を反映させて算定することが望ましい。 
 

 
 
 
 
 

指定管理料の修繕費に関しては、意見のと
おり外部環境の変化や施設の老朽化の進行
状況を踏まえ算定することが望ましいため、
予算措置等市内部で協議し対応を検討しま
す。 
 

【検討中】 
 

 
136 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
補助金交付の事務執行について 
 
指摘 34 
令和4年度において、高騰する光熱費に対す

る経営支援として37,495千円の補助金を交付
している。交付にあたっては「新潟市補助金等
交付規則」にて定める「取扱基準」の設定と「情
報の公表」が必要になるが、いずれも行われて
いない。適切な補助金の交付及び予算の執行を
実現するために、規則に従った事務執行が必要
である。 
 

 
 
 
 

新潟ミートプラントに対する本補助金は
令和4年度で終了しましたが、令和5年度に
同様の光熱費に対する経営支援を行った際
には「取扱基準」を設定しており、「情報の
公表」は財団の決算確定後に行いました。 
 

【措置済み】 
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137 

 
農林水産
部食と花
の推進課 

 
備品管理の網羅性について 
 
指摘 35 
新潟市と新潟ミートプラントとの間で結

ばれた「新潟市食肉センターの管理に関す
る協定書」において、新潟ミートプラントが
管理すべき施設や物品が記載されているも
のの、管理すべき備品が網羅的に協定書に
記載されていない。資産の適切な管理のた
め、管理すべき備品を網羅的に記載する必
要がある。 
 

 
 
 
 

食肉センターの膨大な特殊機器が設備か
備品かこれまで整理されず、現在協定書に記
載されている備品の程度に留まっています。 
今後は、指摘のとおり資産の適切な管理の

ため、指定管理者の協力のもと、網羅的な備
品の記載に努めます。 
 

 
【検討中】 

 
 

142 
 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
解散に向けた具体的なスキームの検討につ
いて 
 
意見 30 
新潟市土地開発公社は解散することが予定

されているが、具体的な解散時期は令和5年時
点においても決まっておらず、解散に向けたス
キームが、長期保有土地の売却と負債の返済と
いうスキーム以外にどのようなものが考えら
れるか、それぞれのスキームにおけるメリッ
ト・デメリットがどうかといった検討結果が明
確になっていない。 
解散が、全ての課題事項が完了し整理される

まで実施されないとなると、解散がいつ行われ
るのかいつまでも決まらないということにも
なりかねない。そのため解散に向けた課題を整
理し、方針を決め、課題の解消のため関連部署
との調整を含めたモニタリングを行うことが
望ましい。 
 

 
 
 
 

【新潟市土地開発公社】 
市の依頼により取得した保有地は、市に売

却する旨の協定書を締結しているため、解散
に向けたスキームとしては、保有土地の市へ
の売却が原則となります。 
なお、長期保有土地の簿価の大半を占める

新潟駅周辺整備事業の進捗が見通せないた
め、現時点で解散時期を明確に定めることが
できませんが、解散の時機を逃すことなく手
続きができるよう、他都市の事例等を情報収
集します。 
 

【検討中】 
 

 
144 

 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
長期保有土地に係る方針の検討について 
 
意見 31 
①都市計画道路新津新町大久保線事業用地、

②都市計画道路秋葉程島線整備事業用地、③地
域環境保全林整備事業用地、については取得し
てから30年以上のものが含まれるなど、かなり
の長期保有となっているにもかかわらず、具体
的な動きは無い。 
①都市計画道路新津新町大久保線事業用地、

②都市計画道路秋葉程島線整備事業用地につ
いては、優先順位が低く、予算措置がなされな
い状況下において、当初目的のとおり都市計画
道路として整備が必要な路線なのか疑問であ
る。そのため、市所管課は精度の高い事業計画
を提出し、その計画に合わせた変更契約及び予
算措置を行っていくべきである。 
また、③地域環境保全林整備事業用地につい

ては、当初目的を見直さず再取得する方針であ
るため、先延ばしすることによる具体的な優位
性などを示すことが出来なければ、市として速
やかに予算措置を行うべきである。 
 

 
 
 
【財務部用地対策課、新潟市土地開発公社】 

①及び②の都市計画道路事業用地につい
て都市計画道路の見直しの検討を行ったも
のの、令和3年度に代替路線の整備が完了し
なければ廃止できないとの結論となってい
ます。 
今後は、市所管課が策定する変更事業計画

等を市から公社へ提出し、双方の協議を経て
協定書を変更するものとします。また、③の
地域環境保全林整備事業用地も変更事業計
画等に基づき協定書を変更するものとしま
す。 
 

【検討中】 
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146 

 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
長期保有土地の時価の下落について 
 
意見 32 
長期保有土地は、簿価で評価されているが、

市がこれらの土地を購入する際には簿価で買
い取ることになっているところ、時価は簿価よ
り下落している状況である。 
市は時価簿価差額を負担することになるが、

今後さらなる時価簿価差額の拡大の可能性も
ある。このようなリスクの増大に対応するため
にも、長期保有土地についての方針を早急に検
討することが望ましい。 

 

 
 
 

【財務部用地対策課、新潟市土地開発公社】 
市所管課では、長期保有土地の事業計画

策定及び有利な財源確保の検討を行うな
ど予算措置に努めます。また、公社では、
これらの保有地について管理費用を最小
限度にとどめることにより、今後も簿価増
加の抑制を図っていきます。 
 

【検討中】 

 
147 

 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
協定書の形骸化について 
 
指摘 36 
新潟市土地開発公社が保有する長期保

有土地については、土地の買収にあたっ
て、新潟市が期限を定めて購入すること
が定められた契約書または協定書が取り
交わされている。しかし、これら全てにお
いて、契約書又は協定書が何度か変更さ
れ、新潟市の買取期限が延長されている。 
具体的な動きがないまま期限だけ延長

しているのは、協定書の調印実務が適切
に行われているのか疑問が生じる。その
ため、市所管課から現時点でできうる限
りの精度の高い事業計画を提出させ調印
実務を行っていくことが必要である。 

 

 
 

 
【財務部用地対策課、新潟市土地開発公社】 
公社が市の依頼により取得したものの、

市が公社と締結した協定書の期間を延長
する場合は、市所管課が策定する変更事業
計画等に基づいて公社と協議を行い変更
するものとします。また、当該保有地の変
更後の協定書の期間が複数年となる場合
にあっては、公社は市所管課あてに進捗状
況等を定期的に確認することとします。 
 

【検討中】 

 
148 

 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
借入れによる資金繰りについて 
 
意見 33 
新潟市土地開発公社の土地の取得資金

は市の無利子貸し付けによって行われて
いる。ただし、市は年度収支の均衡を図る
ため、民間の金融機関からの有利子借り
入れを利用し、年度末には貸付金の返済
を受け、期首に改めて貸し付けるという
ことを行っている。 
現状のスキームは、名目上年度収支を

均衡させることを目的に行われているス
キームであるが、そのために有利子負債
を利用していることから利息費用も発生
している。実態に即した処理をすれば、不
要な利息費用も生じないため、資金繰り
手法について見直すべきと考える。 

 

 
 
 

【財務部用地対策課】 
市の財政状況により現在の無利子貸し

付けが困難となる可能性があるため、これ
まで毎年度予算要求することとしていま
す。 
今後についても、次年度の財政状況を踏

まえて無利子貸し付けの継続を検討する
必要があることから、現状のスキームを継
続します。 
 

【不措置】 

 
150 

 
財務部用
地対策課
（新潟市
土地開発
公社） 

 
預金の運用方針について 
 
意見 34 
新潟市土地開発公社は、解散に向けて

業務を縮小している状況にある。一方で、
令和 4 年度における貸借対照表では現金
及び預金が 16 億円保有されており、当該

 
 
 

【新潟市土地開発公社】 
今後も令和 6 年度以降に新規事業の取

り組み予定がないことから、定期預金の
満期後は預託を継続せず借入金返済に充
当することとし、令和 6 年度当初予算に
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資金について明確な使途も決まっていな
い。 
現金及び預金の活用方針が決まってい

ないのであれば借入金の返済に充てるな
ど、適切な保有残高を検討の上、多額の預
金の活用方針について検討することが望
ましい。 

 

計上しました。 
 

【措置済み】 

 
153 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
収益改善施策のない中期計画について 
 
意見 35 
水道メーター検針業務事業など新潟水

道サービスの主要な受託事業が減少して
おり法人の経営環境に厳しさが増してい
るものの、中期計画では法人の経営を改
善するための具体的な施策が策定されて
いない。継続的な事業活動を行うために、
法人経営を改善するための施策を計画的
に運用することが望ましい。 
 

 
 

 
 
令和7年度から5か年を計画期間とする次

期中期計画の策定を進めており（令和6年度
中完成）、この中で法人経営を改善するため
の施策を検討し、盛り込みます。 
 

【検討中】 

 
155 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
中期計画の見直しについて 
 
意見 36 
主要な受託事業の減少により新潟水道

サービスの事業収益は年間 5 億円から 3
億円と大きく減少しており、法人の事業
運営のあり方は大きく変化している。し
かしながら、新潟水道サービスの中期計
画は令和元年から見直されていないた
め、実態と大きく乖離している。法人の構
成員の判断の拠り所となる重要な指標で
あるため、事業環境が大きく変化した局
面においては適時に見直しをすることが
望ましい。 

 

 
 
 
 

法人の運営に影響するような事業環境が
変化した場合には、改めて課題を整理し、次
期中期計画の策定を進めていきます。また、
各事業においては、事業年度ごとに実施状況
を確認・評価し、次年度以降の効果的な事業
推進につなげていきます。 
 

【検討中】 
 

 
156 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
団体の自立性について 
 
意見 37 
新潟水道サービスの事業収益は 100%新

潟市からの受託収益であり、また、新潟市
への人的依存度も高い状況である。新潟
市とは別に法人を設立した趣旨に鑑み
て、自立性を確立するため独自の財源や
人的資本を確保することが望ましい。 

 

 
 
 
 
独自の財源開拓については必要性を認め

る反面、ノウハウの取得や人材確保、継続可
能な事業の選択等、難しい課題があります
が、公益財団法人としての趣旨を踏まえなが
ら、他外郭団体の調査や必要な情報収集等を
行い、今後、検討します。 
 また、人的資本の確保については、引き続
き職員のスキルアップに努めます。 
 

【検討中】 
 

 
158 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
契約形態の金額基準について 
 
意見 38 
新潟水道サービスが行う契約事務に関

しては会計規程第 19 条第２項に「財団の
契約は、一般競争入札、指名競争入札又は

 
 
 
 

契約事務に必要な項目を整理し、令和6年
度中に会計規程の改正を行います。 
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随意契約によるものとする。」とするのみ
であり、それぞれの契約形態における金
額基準その他要件を定めたものがない。
運用上は新潟市の契約事務と同様のルー
ルにて業務を行っているものの、契約事
務に係る金額基準その他要件を明文化
し、適切な契約事務が執行される体制を
構築することが望ましい。 

 

【検討中】 

 
158 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
情報セキュリティポリシーについて 
 
指摘 37  
パスワード管理やバックアップの方法

等、情報セキュリティ・管理・運用に係る
ルールが明文化されていない。情報セキ
ュリティ・管理・運用に係るルールを明文
化することにより、所管部署や責任者が
明確となり、また、運用ルールの属人化を
防止することが可能となると考えられる
ため、情報セキュリティ・管理・運用に係
るルールを整備することが望ましい。 

 

 
 
 
 

情報セキュリティポリシーの策定に取り
掛かりました。令和6年度中の完成を予定し
ています。 
 

【検討中】 

 
159 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
PCのパスワード設定について 
 
指摘 38 
新潟水道サービスが管理する PC（新潟

市水道局のシステムへアクセスするPCを
除く）について、パスワード設定がされて
いない。想定していない者が PC へアクセ
スすることを防ぎ、情報漏洩を防止する
ためPCへのパスワード設定を行うべきで
ある。 

 

 
 
 
 
令和 5年度にパスワードを設定し、パスワ

ードは事業年度ごとに変更していきます。 
 

【措置済み】 

 
159 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
データのバックアップについて 
 
指摘 39 
新潟水道サービスでは、法人内で横断

的に使用するデータファイルについて共
有 PC へ保存しているが、データの定期的
なバックアップがなされていない（不定
期で外付 HDD へバックアップを行ってい
る）。データが滅失した際に、容易に復旧
し業務を継続できるように、データの定
期的なバックアップを行うべきである。 

 

 
 
 
 
令和5年度に業務に関するデータファイル

については、毎週末バックアップを行うよう
運用を変更しました。 
 

【措置済み】 

 
160 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
理事の職務執行の報告について 
 
指摘 40 
公益法人においては、代表理事、業務執

行理事は 3 か月に 1 回以上、自己の職務
の執行の状況を理事会に報告しなければ
ならないとされている。ただし、定款で毎
事業年度に 4 か月を超える間隔で 2 回以
上その報告をしなければならない旨を定
めることも認められる（一般法人法 91Ⅱ、

 
 
 
 
法令及び定款を遵守し、遺漏なく理事会へ

の報告を行います。 
令和5年度は令和5年 5月及び令和6年 3

月の2回、報告を行いました。 
 

【措置済み】 
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197）。新潟水道サービスでは、定款にて
毎事業年度に 4 か月を超える間隔で 2 回
以上その報告をしなければならない旨を
定めている。 
令和 4 年度の理事会において、当該報

告が 1 回のみ実施されている状況であっ
た。法令及び定款を遵守し、毎事業年度に
4 か月を超える間隔で 2 回以上、代表理
事、業務執行理事の理事会への報告が必
要である。 

 
 

161 
 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
役員の欠格事由の確認について 
 
意見 39 
新潟水道サービスでは、役員の就任時に欠格

事由等の確認書を入手しているが、その後の重
任時においては、改めて確認書を入手はしてい
ない。 
法人のリスク管理の観点から、重任時におい

ても、改めて役員に欠格事由について十分に説
明を行い、欠格事由の有無を確認した上で確認
書を入手することが望ましい。 

 

 
 
 
 
役員の就任時と同様に、重任時においても

改めて欠格事由の確認を行いました。 
 

【措置済み】 

 
162 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
賞与引当金に係る社会保険料法人負担見込
額の会計処理について 
 
指摘 41 
新潟水道サービスでは、職員等に対す

る賞与の支給に備えるため、当期に負担
すべき支給見込額を決算において賞与引
当金として計上しているが、法定福利費
に相当する負債を計上していない。 
賞与引当金を計上する場合、賞与引当

金の金額に合理的な料率を乗じて法定福
利費相当額を負債計上するべきである。 
なお、重要性の原則を適用して計上省

略する場合には、重要性が乏しいことを
法人として検討し意思決定する必要があ
る。 

 

 
 
 
 
 
令和 5年度決算において、賞与引当金に係

る社会保険料法人負担見込額を費用計上し
ました。今後も同様に取り扱います。 
 

【措置済み】 

 
163 

 
（公財）新
潟水道サ
ービス 

 
税効果会計の適用要否の判断について 
 
指摘 42 
収益事業等会計において法人税法上の

収益事業を実施しているが、決算におい
て税効果会計の適用要否を検討しておら
ず、税効果会計を適用していない。 
よって、公益法人会計基準に関する実

務指針に記載されているフローチャート
や重要性の考え方、法定実効税率の算定
方法などを参考にして、税効果会計適用
の要否について法人として検討し意思決
定する必要がある。 
 

 
 
 
 

令和 5年度決算において、公益法人会計基
準に関する実務指針に記載されているフロ
ーチャートを参考に検討した結果、税効果会
計を適用しないとする意思決定を行いまし
た。 
 

【措置済み】 

 
164 

 
（公財）新

 
関連当事者の注記について 
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潟水道サ
ービス 

 
指摘 43 
関連当事者の判定の検討が行われてお

らず、結果として、財務諸表において関連
当事者である新潟市との取引の内容につ
いての注記が行われていない。なお、新潟
市以外にも関連当事者がいないか検討し
た上で、関連当事者との取引を適切に注
記する必要がある。 
 

 
 
令和5年度決算書の財務諸表に対する注記

に、関連当事者（新潟市）との取引の内容を
記載しました。 
なお、判定の検討を行った結果、新潟市以

外の関連当事者はいません。 
 

【措置済み】 

 
167 

 
水道局総
務部総務
課 

 
随意契約ガイドラインの対象について 
 
意見 40 
新潟市が制定した随意契約ガイドラインの

対象に新潟市水道局は除外されているが、実態
の運用は当ガイドラインを準用しているため、
実態に合わせてガイドラインを改訂すること
が望ましい。 

 

 
 
 
 

意見内容を踏まえ、令和6年度中に新潟市
の随意契約ガイドラインを基に水道局版を
策定し、局内周知を図ります。 

 
【検討中】 

 
167 

 
水道局総
務部総務
課 

 
広報紙「水先案内」作製業務の一者随意契約
について 
 
指摘 44 
広報紙「水先案内」作製業務について、新

潟市は新潟水道サービスと一者随意契約を
締結している。 
本業務委託は、広報紙の作製・印刷、広告

主の募集等を主な業務内容としている。新
潟市水道事務への理解、広報紙作製業務へ
の精通といった優位性が新潟水道サービス
にあることは否定できないが、それらをも
って業者を限定しないように新潟市の随意
契約ガイドラインに定められている。また、
業務内容から他に実施可能な業者が存在す
る可能性は高く、競争入札に適さないとは
認められ難い。 
よって、新潟市は、本業務委託について競

争入札をする必要がないかについて再検討
を行うことが必要である。 

 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、令和6年度は競争入札

を行う必要について再検討し、翌年度以降に
向け業者選考方法の適正化について対応を
整理します。 
 

【検討中】 
 

 
168 

 
水道局総
務部総務
課 

 
広報紙「水先案内」作製業務の一者随意契約
要件調書兼審査結果調書について 
 
指摘 45 
広報紙「水先案内」作製業務について、新

潟市は新潟水道サービスと一者随意契約を
締結している。一者随意契約をする場合に
はその理由の適切性を担保する必要があ
り、新潟市水道局では「一者随意契約要件調
書兼審査結果調書」にてその検討過程を文
書化しているが、当調書における理由の記
載は不十分である。 
契約業務の適正化のため、随意契約ガイ

ドラインに沿って一者随意契約を検討した
結果を、文書化し保存する体制を構築する
ことが必要である。 

 
 
 
 
 
 指摘内容を踏まえ、「一者随意契約要件調
書兼審査結果調書」の理由を「随意契約ガイ
ドライン」の判断基準に沿って記載し、一者
随契委員会において検討した結果の議事録
を令和6年 4月から保存しています。 
 

【措置済み】 
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169 

 
水道局総
務部総務
課 

 
広報紙「水先案内」作製業務の見積金額の妥
当性について 
 
意見 41 
広報紙「水先案内」作製業務の見積金額に

は、人件費・車両費の年額の全額が含まれて
いる。年 4 回の広報紙作製といった業務内
容に鑑みると過大であると思われるが、そ
の適否が所管課で検討されていない。委託
業務費用の適切化のため、見積金額を検討
することが望ましい。 

 

 
 
 
 
 
意見内容を踏まえ、令和6年度については

見積内容の精査や他の類似契約との内容比
較など見積金額の妥当性の確認を行います。 
 

【検討中】 
 

 
170 

 
水道局総
務部総務
課 

 
口座データ入力業務の一者随意契約につい
て 
 
指摘 46 
口座データ入力業務について、新潟市は

新潟水道サービスと一者随意契約を締結し
ている。 
本業務委託は、口座振替依頼書の形式的

な不備のチェックとデータ入力等である。
新潟市水道事務や検針業務への理解、過去
の経験による業務への精通といった優位性
が新潟水道サービスにあることは否定でき
ないが、それらをもって業者を限定しない
ように新潟市の随意契約ガイドラインに定
められている。また、業務内容から他に実施
可能な業者が存在する可能性は高く、競争
入札に適さないとは認められ難い。 
よって、新潟市は、本業務委託について競

争入札をする必要がないかについて再検討
を行うことが必要である。 

 

 
 
 
 
 

指摘内容を踏まえ、令和6年度は競争入札
を行う必要について再検討し、翌年度以降に
向け業者選考方法の適正化について対応を
整理します。 

 
【検討中】 

 
 

 
171 

 
水道局総
務部総務
課 

 
口座データ入力業務の一者随意契約要件調
書兼審査結果調書について 
 
指摘 47 
口座データ入力業務について、新潟市は

新潟水道サービスと一者随意契約を締結し
ている。一者随意契約をする場合にはその
理由の適切性を担保する必要があり、新潟
市水道局では「一者随意契約要件調書兼審
査結果調書」にてその検討過程を文書化し
ているが、当調書における理由の記載は不
十分である。 
契約業務の適正化のため、随意契約ガイ

ドラインに沿って一者随意契約を検討した
結果を、文書化し保存する体制を構築する
ことが必要である。 

 

 
 
 

 
 
指摘内容を踏まえ、「一者随意契約要件調

書兼審査結果調書」の理由を「随意契約ガイ
ドライン」の判断基準に沿って記載し、一者
随契委員会において検討した結果の議事録
を令和6年 4月から保存しています。 
 

【措置済み】 

 
172 

 
水道局総
務部総務
課 

 
口座データ入力業務の手順書の整備につい
て 
 
意見42 
新潟市は、口座データ入力業務を新潟水

 
 
 
 
 
意見内容を踏まえ、より具体的な業務内容
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道サービスに委託しているが、最新の業務
手順書を明文化したものが所管課に存在し
ない。現状の業務内容の効率化や他の業者
への委託業務の切替えを容易にするため
に、業務マニュアルを整備することが望ま
しい。 
 

や処理手順などを明確にした業務マニュア
ルを令和6年度に整備します。 
 

【検討中】 
 

 
172 

 
水道局総
務部総務
課 

 
貯水槽施設衛生管理指導業務の随意契約依
頼書について 
 
意見43 
貯水槽施設衛生管理指導業務について、

新潟市は新潟水道サービスと一者随意契約
を締結している。一者随意契約をする場合
にはその理由の適切性を担保する必要があ
り、当業務では「随意契約依頼書」にてその
検討過程を文書化している。当業務は衛生
管理指導という専門性を有しており、随意
契約を行う理由について、更に詳細な記載
が可能と考えられる。 
契約業務の適正化のため、随意契約ガイ

ドラインに沿って一者随意契約を検討した
結果を、文書化し保存する体制を構築する
ことが必要である。 
 

 
 
 

 
 

意見内容を踏まえ、「随意契約依頼書」の
理由を「随意契約ガイドライン」の判断基準
に沿って記載します。 
 

【検討中】 
 

 
173 

 
水道局総
務部総務
課 

 
給水装置に係る調査業務（中央事業所料金
課）の一者随意契約について 
 
指摘48 
給水装置に係る調査業務（中央事業所料

金課）について、新潟市は新潟水道サービス
と一者随意契約を締結している。 
本業務委託は、水道使用量の調査等であ

る。新潟市水道事務への理解、経験による業
務への精通といった優位性が新潟水道サー
ビスにあることは否定できないが、それら
をもって業者を限定しないように新潟市の
随意契約ガイドラインに定められている。
また、業務内容から他に実施可能な業者が
存在する可能性は高く、競争入札に適さな
いとは認められ難い。 
よって、新潟市は、本業務委託について競

争入札をする必要がないかについて再検討
を行うことが必要である。 
 

 
 
 
 
 

指摘内容を踏まえ、令和6年度は競争入札
を行う必要について再検討し、翌年度以降に
向け業者選考方法の適正化について対応を
整理します。 
 

【検討中】 
 

 

 
174 

 
水道局総
務部総務
課 

 
給水装置に係る調査業務（中央事業所料金
課）の一者随意契約要件調書兼審査結果調
書について 
 
指摘49 
給水装置に係る調査業務（中央事業所料

金課）について、新潟市は新潟水道サービス
と一者随意契約を締結している。一者随意
契約をする場合にはその理由の適切性を担
保する必要があり、新潟市水道局では「一者
随意契約要件調書兼審査結果調書」にてそ

 
 
 
 
 
 

指摘内容を踏まえ、「一者随意契約要件調
書兼審査結果調書」の理由を「随意契約ガイ
ドライン」の判断基準に沿って記載し、一者
随契委員会において検討した結果の議事録
を令和6年 4月から保存しています。 
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の検討過程を文書化しているが、当調書に
おける理由の記載は不十分である。 
契約業務の適正化のため、随意契約ガイ

ドラインに沿って一者随意契約を検討した
結果を、文書化し保存する体制を構築する
ことが必要である。 
 

【措置済み】 

 
175 
 

 
水道局総
務部総務
課 

 
給水装置に係る調査業務（秋葉事業所料金
課）の一者随意契約について 
 
指摘50 
給水装置に係る調査業務（秋葉事業所料

金課）について、新潟市は新潟水道サービス
と一者随意契約を締結している。 
本業務委託は、水道使用量の調査等であ

る。新潟市水道事務への理解、経験による業
務への精通といった優位性が新潟水道サー
ビスにあることは否定できないが、それら
をもって業者を限定しないように新潟市の
随意契約ガイドラインに定められている。
また、業務内容から他に実施可能な業者が
存在する可能性は高く、競争入札に適さな
いとは認められ難い。 
よって、新潟市は、本業務委託について競

争入札をする必要がないかについて再検討
を行うことが必要である。 

 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、令和6年度は競争入札

を行う必要について再検討し、翌年度以降に
向け業者選考方法の適正化について対応を
整理します。 
 

【検討中】 
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水道局総
務部総務
課 

 
給水装置に係る調査業務（秋葉事業所料金
課）の一者随意契約要件調書兼審査結果調
書について 
 
指摘51 
給水装置に係る調査業務（秋葉事業所料

金課）について、新潟市は新潟水道サービス
と一者随意契約を締結している。一者随意
契約をする場合にはその理由の適切性を担
保する必要があり、新潟市水道局では「一者
随意契約要件調書兼審査結果調書」にてそ
の検討過程を文書化しているが、当調書に
おける理由の記載は不十分である。 
契約業務の適正化のため、随意契約ガイ

ドラインに沿って一者随意契約を検討した
結果を、文書化し保存する体制を構築する
ことが必要である。 
 

 
 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、「一者随意契約要件調

書兼審査結果調書」の理由を「随意契約ガイ
ドライン」の判断基準に沿って記載し、一者
随契委員会において検討した結果の議事録
を令和6年 4月から保存しています。 
 

【措置済み】 
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水道局総
務部総務
課 

 
随意契約ガイドラインの理解について 
 
指摘52 
包括外部監査の過程において随意契約の

適切性について新潟市水道局の契約担当者
へのヒアリングを実施したが、随意契約ガ
イドラインにおける留意点、すなわち業務
に精通していることをもって契約者を限定
しない等の内容について、初めて知ったと
いうケースが多かった。 
新潟市水道局と新潟水道サービスにおい

 
 
 
 

指摘内容を踏まえ、所管課の契約担当者の
「随意契約ガイドライン」への理解不足を解
消するべく、毎年開催している契約事務研修
会を通じて「随意契約ガイドライン」を取り
上げ、理解を深めていきます。 
 

【検討中】 
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て、一者随意契約が多く締結されていた要
因の一つが、随意契約ガイドラインの周知
不足であると考えられる。そのため、随意契
約ガイドラインに係る研修会や説明会等を
実施し、契約担当者の随意契約ガイドライ
ンへの理解を深めることが必要である。 
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水道局総
務部総務
課 

 
所管課分析シートにおける網羅的な課題把
握について 
 
指摘53 
新潟水道サービスとの一者随意契約につ

いては、所管課として過去より課題がある
と評価していたと推察される。所管課にお
いて認識した課題は、早期に解消に向けて
取り組む必要がある。 
また、識別した課題は上位者や行政経営

課が確認できるように、「外郭団体評価調
書」に漏れなく文書化する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
指摘内容を踏まえ、新潟水道サービスとの

各業務において、令和6年度は業務の内容を
精査し、課題については早期解消に向けて取
り組みます。 
また、新潟水道サービスとはお互いの認識

した課題については毎年協議・共有を図って
おり、識別した課題については毎年行政経営
課に提出しています「外郭団体評価」中の「所
管課分析シート」の「その他」に記載するよ
うにします。 
 

【検討中】 
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水道局総
務部総務
課 

 
外部評価アドバイザーの活用について 
 
意見44 
外郭団体評価システムにおける外部評価

アドバイザーのヒアリング時において、一
者随意契約についての課題がディスカッシ
ョンされていない。当ヒアリングを有効活
用するために、重要な課題については所管
課より漏れなく外部評価アドバイザーへ提
示する必要がある。 
 

 
 
 
 
外部評価アドバイザーとのヒアリングに

ついては調書等に基づき説明を行っており、
契約内容（一者随契）については提示してお
りませんでした。 
また、今後も重要な課題はアドバイザーへ

提示するよう努めます。 
 

【検討中】 
 

※「措置内容等」欄に、カッコ書きで記載の措置区分について

 【措置済み】は、措置を実施済みのもの、 

 【不措置】は、不措置とすることを決定したもの、 

 【検討中】は、措置方針を検討中のもの、または、措置方針は決定したが未実施のもの、 

を示しており、担当部署からの報告内容を基に、監査委員事務局が追記し、担当部署が確認したものです。 

 なお、外部監査人の指摘または意見について【検討中】としたものは、次年度も継続して確認を行い、検討の結果

を公表する予定です。また、今後の定期監査等においても、適宜、状況確認を行います。 


